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 日本最大級の出前サービス『出前館』（運営:株式会社出前館）は、2020 年 12 月 24 日（木）に中期経営計画で 2020 年の目標

としていた、『出前館』加盟店舗数が、50,000 店舗を超えたことをご報告いたします。 

 
『出前館』では、“デリバリーの日常化”というビジョンに近づくため、加盟店舗数の拡大、ユーザー数の拡大、シェアリングデリバリー®の拡大の 3

軸の強化を行っています。年初から続く、新型コロナウイルスによって、飲食に関わる業界は営業の形態が大きく変わりました。その中でもデリバリ

ー・テイクアウトへの意識が変化をし、『出前館』の加盟店舗数は 2020 年 7 月時点では約 30,000 店舗でしたが、半年弱で 20,000 店舗

以上の増加となり、加盟店舗の拡大が加速しました。 
 
 

『出前館』では、自宅で過ごす時間が増えると予想される、今年の年末年始に、

お客さまへ 1 年間の感謝を込めて、「年末年始大感謝祭キャンペーン」を開催いたし

ます。開催期間は、2020 年 12 月 26 日（土）～2021 年 1 月 11 日（月・

祝）の年をまたいだ期間での実施となり、各エリアで拡大した加盟店舗のお食事を

『出前館』で楽しんでいただければと思います。今回のキャンペーンは、はじめて『出前

館』を利用するお客さまには、2,000 円以上の注文で、1,500 円オフとなるクーポン

（先着 15 万名さま）、すでに『出前館』を利用したことがある（会員登録済み）

お客さまには、1,500 円以上の注文で、500 円オフとなるクーポン（先着 15 万名さま）を配布いたします。また、キャンペーン期間中に『出前

館』公式 Twitter で、さらにお楽しみいただけるキャンペーンも告知予定です。 

 

『出前館』では、今後もみなさまにお楽しみいただける施策をお届けしながら、新しい生活様式の中でも安心して日常的にご利用いただけるサ

ービスの提供に、取り組んでまいります。 
 
 

『出前館』、加盟店舗数 50,000 店舗突破! 
～ありがとうの気持ちを込めて、「年末年始大感謝祭キャンペーン」を開催～ 
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▼キャンペーン概要 

・キャンペーン名:年末年始大感謝祭キャンペーン 

・期間:2020 年 12 月 26 日（土）～2021 年 1 月 11 日（月・祝） 

・概要:『出前館』初めての方は、2,000 円以上のご注文が 1,500 円オフ 

『出前館』会員の方は、1,500 円以上のご注文が 500 円オフ 

※期間中にキャンペーン特設サイトにて、掲載されるクーポンコードを注文時に記入 

・対象:下記 URL よりご確認ください。 

・詳細 URL:https://demae-can.com/link/cam/demaefes2021 

※キャンペーン適用条件などの詳細は上記 URL をご確認ください。 

※本キャンペーンは、2020 年 12 月 26 日（土）より開始いたします。 
 

【『出前館』とは】 

『出前館』は、アプリやサイトから簡単に注文でき、さまざまな食事シーンで活用可能なフードデリバリーサービスです。注文から最短 20 分のお届けを実現し、現在、加盟店舗数

は 50,000 店舗以上で、国内最大級のサービスとして展開しています。また、単なるフードデリバリーサービスだけではなく、地域密着のオンラインとオフラインを繋ぐサービスとして進化

し続けています。シェアリングデリバリー®（配達代行）やテイクアウト事業、インキュベーションキッチン®（クラウドキッチン併設型デリバリー拠点）など、次々と新しい事業に取り組み

地域の活性化を実現するライフインフラを創造します。 
 

【株式会社出前館 概要】 

（コード番号:2484 東京証券取引所 JASDAQ 市場） 

所在地:（東京本社）〒151-0051 東京都渋谷区千駄ヶ谷 5 丁目 27 番 5 号 リンクスクエア新宿 11 階  

代表者: 代表取締役社⾧ 藤井 英雄 

WEB サイト:https://corporate.demae-can.com/ 

概要:日本最大級の出前サービス『出前館』の運営 

資本金:161 億 1,342 万円（2020 年 8 月末現在） 

設立年月日:1999 年 9 月 9 日                     

 

※本ニュースリリースに記載されている会社名および商品・サービス名は、各社の商標または登録商標です。 


